別記
様式第１号（第５条、第11条関係）

事業計画（実績）書

１　事業実施主体の概要
	名称
	

	代表者職氏名
	

	所在地
	〒

	電話番号
	


２　プロジェクト名及び事業の概要
	（プロジェクト名）
（事業の概要）




３　事業の目的（成果）及び効果
	※地域の社会課題を踏まえた事業の目的（成果）及び事業実施によりどのような効果があるのか記載してください。



４　事業の内容
（１）共同で事業を実施する事業者又は事業化共同体の構成員
	事業者又は構成員の名称
	業種及び主たる事業

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


（２）新商品・新サービス等の概要

	※新商品・新サービスの内容、ターゲットとする市場・消費者、新規性・独自性等について記載してください。



（３）事業実施年度の実施方針

	※事業実施年度の取組内容及びスケジュールを記載してください。



（４）事業実施年度以降の実施方針

	※事業実施年度以降の取組内容及びスケジュールを記載してください。



５　成果目標の概要及び定量的な成果目標
（１）成果目標の概要
	※事業の内容に応じて設定した定量的な成果目標とその設定根拠を記載してください。



（２）定量的な成果目標　
	定量的な成果目標
	事業実施前年度
（　　年度）
	事業実施年度
（　　年度）
	第２年度
（　　年度）

	
	
	
	

	
	第３年度
（　　年度）
	第４年度
（　　年度）
	目標年度
（　　年度）

	
	
	
	


　（注）事業期間（３年から５年）の最終年度を目標年度とし、目標年度までの間の定量的な数値目標を記載してください。
６　事業費積算
（１）経費の効率性

	※事業を効率的に実施するための工夫を記載してください。



（２）経費の配分

	区　分
	総事業費

（Ａ＋Ｂ）
	負　担　区　分
	備考

	
	
	県費補助金

（Ａ）
	その他

（Ｂ）
	

	(1)新商品等企画・実証・開発費

(2)消費者評価会
実施費

(3)販売促進展開費


	円


	円


	円


	

	合　計


	
	
	
	


（注）１　事業費の明細がわかる資料を添付すること。

２　備考欄には、事業ごとに、仕入れに係る消費税等相当額について、これらを減額した場合には「除税額○○円のうち県費○○円」と、仕入れに係る消費税等相当額がない場合には「該当なし」と、当該額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入するとともに、当該額を減額した場合には合計の備考欄に合計額（「除税額○○円うち県費○○円」）を記入すること。

　　　　３　その他参考となる事項を備考欄に記入すること。

７　事業完了（予定）年月日　　　　　年　　月　　日

